
公益財団法人全日本柔道連盟 定款細則 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条  公益財団法人全日本柔道連盟（以下「本連盟」という。）定款第 56 条により本連盟定款の施

行に関する細部を規定する。 

 

第 2 章 事業 

 

（国内競技会および講習会などへの参加） 

第２条  本連盟に会員登録をしている者は、本連盟および加盟団体（下部団体を含む。）が主催、主管、

後援もしくは公認する柔道競技会および講習会などに参加することができる。ただし、 外国

人競技者など会員登録をしていない者であっても、 理事会で認められている場合はこの限り

ではない。 

 

（国内での国際競技会および講習会などの開催） 

第３条  本連盟および加盟団体（下部団体を含む。）が主催、主管、後援もしくは公認する国際柔道競

技会（親善試合を含む。）および講習会などを開催する場合は、本連盟に届け出てその承認を

得るものとする。 

２．外国人競技者の競技会などへの参加にかかるすべての交渉は、本連盟を通じ、または承認を得

て行うものとする。 

 

（国外での国際競技会および講習会などへの参加） 

第４条  国際柔道連盟、各大陸柔道連盟、各国柔道連盟が主催、主管、後援もしくは公認する国際柔道

競技会および講習会などへの参加は、本連盟が統括するものとする。 

２．本連盟の加盟団体（下部団体を含む。）が国外で行われる国際柔道競技会（親善試合を含む。）

などに役員、競技者などを派遣する場合は、本連盟に届け出てその承認を得るものとする。 

３．前第１項および前項の競技会などに派遣する役員、競技者などは、本連盟に会員登録をしてい

る者とする。ただし、理事会で認められている場合はこの限りではない。 

４．本連盟に会員登録をしている者が、国外で行われる国際柔道競技会（親善試合を含む。）など

に参加する場合は、その所属する加盟団体を通じ本連盟の承認を得るものとする。 

５．本連盟に会員登録をしている者が、他国柔道連盟の役員などに就任する場合は、本連盟の承認

を得るものとする。 

 

（その他の国際交流） 

第５条  全国高等学校体育連盟、日本中学校体育連盟など全国的に組織された団体（下部団体を含む。）

が国際交流を行う場合は、本連盟に届け出てその承認を得るものとする。 



２．柔道少年団、姉妹都市などで柔道の国際交流を行う場合は、所属（所在）する都道府県柔道連

盟（協会）を通じ、本連盟に届け出てその承認を得るものとする。 

３．派遣する役員、選手などの資格については、前条第３項を準用する。 

 

（競技規則） 

第６条  本連盟は、「講道館柔道試合審判規定」および「国際柔道連盟試合審判規程」を競技規則と定

める。 

２．本連盟および加盟団体（下部団体を含む。）が主催、主管、後援もしくは公認する柔道競技会

の運営に関する規則は、本連盟の制定した大会運営規程による。 

 

（競技者規定） 

第７条  本連盟に会員登録をしている競技者および役員等に関する規定は、競技者規程による。 

      

第 3 章 理事候補者の推薦 

 

 

（加盟団体等による推薦） 

第８条  都道府県を統括し代表する柔道団体は、別表１の地区ごとに１名ずつ計１０名以内、全国的

な柔道団体にあっては、別表２の団体ごとに１名ずつの理事候補者を推薦することができる。 

２．日本中学校体育連盟柔道競技部および全国高等学校体育連盟柔道専門部にあっては、団体ごと

に各１名ずつの理事候補者を推薦することができる。 

 

（理事会による推薦） 

第９条  理事会は、わが国の柔道の指導者および競技者から広く支持される者、および本連盟登録者

ではない者も含む有識者及び第 8 条で推薦された者について、議決を経て、理事候補者とし

て評議員会に推薦することができる。 

２．本連盟は、外部理事の目標割合を２５％以上とする。理事会は、前項による推薦に際し、目標

割合を達成するように努めなければならない。なお、外部理事とは、最初の就任時点で、以下

のいずれにも該当しない者をいう。 

     ①本連盟と以下の緊密な関係がある者 

      ・過去４年間の間に本連盟の役職員又は評議員であった 

      ・第８条に定める加盟団体等の役職者である 

      ・本連盟の役員又は管理職の４親等以内の親族である 

     ②柔道競技における我が国の代表選手として国際競技大会への出場経験がある又は強化指定

を受けたことがあるなど、特に高い競技実績を有している者 

     ③指導するチーム又は個人が全国レベルの大会で入賞するなど、柔道競技の指導者として特

に高い指導実績を有している者 

３．本連盟は、女性理事の目標割合を４０％以上とする。理事会は、第１項による推薦に際し、目



標割合を達成するように努めなければならない。なお、目標割合を達成できない場合であって

も、有識者については３名以上、本連盟登録者についても３名以上の女性を理事候補者として

評議員会に推薦するものとする。 

４．理事会は、専門委員会の委員長を理事候補者として評議員会に推薦することができる。 

 

（年齢および任期の制限） 

第１０条 第８条および第９条により推薦される理事候補者は、選任時に年齢が満７０歳未満である者

とする。 

２．第８条および第９条により推薦される理事候補者は、原則として在任期間が４期を超えない者

とする。ただし、一度理事を退任した者が役員の任期 2 期分を空けた場合は、再び理事候補

者となることができる。 

 

（理事候補者に期待する知識・経験・能力） 

第１１条 第８条および第９条により推薦される理事候補者は、本連盟の目的を理解し、その達成に向

け尽力するに十分な見識と能力を満たし、次の（１）～（６）の各号のいずれかに該当する者

でなければならない。 

        （１）国内外のスポーツ界または柔道競技の動向に精通し、詳細に説明できること。 

    （２）コンプライアンス、ガバナンスに関する高い知識を有していること。 

    （３）財務、法務、広報またはマーケティングに関する高い知識を有していること。 

    （４）中長期計画の施策に関する企画・発想力および推進力を有していること。 

    （５）他の企業または競技団体における経験を有していること。 

（６）スポーツ医科学及びアンチ・ドーピングに関する高い知識を有していること。  

 

 

第 4 章 監事候補者の年齢および任期の制限 

 

（年齢および任期の制限） 

第１２条 推薦される監事候補者は、選任時に年齢が満７０歳未満である者とする。 

２．推薦される監事候補者は、原則として在任期間が４期を超えない者とする。 

 

第 5 章 評議員候補者の推薦 

 

（加盟団体等による推薦） 

第１３条 都道府県を統括し代表する柔道団体は、別表１の地区ごとに１名ずつ（ただし、関東、近畿、

九州各地区は２名ずつ。）計１３名以内、全国的な柔道団体にあっては、別表２の団体ごとに

１名ずつの評議員候補者を推薦することができる。 

２．日本中学校体育連盟柔道競技部および全国高等学校体育連盟柔道専門部にあっては、団体ごと

に各１名ずつの評議員候補者を推薦することができる。 



 

（理事会による推薦） 

第１４条 理事会は、本連盟登録者ではない者も含む有識者１０名程度及び第 13 条で推薦された者につ

いて、議決を経て、評議員候補者として評議員選定委員会に推薦することができる。 

２．本連盟は、外部評議員の目標割合を２５％以上とする。理事会は、前項による推薦に際し、目

標割合を達成するように努めなければならない。なお、外部評議員の定義は外部理事に関する

ものと同一とする。 

３．本連盟は、女性評議員の目標割合を４０％以上とする。理事会は、第１項による推薦に際し、

目標割合を達成するように努めなければならない。なお、目標割合を達成できない場合であっ

ても、有識者については３名以上、本連盟登録者についても３名以上の女性を評議員候補者と

して評議員選定委員会に推薦するものとする。 

 

（年齢および任期の制限） 

第１５条 第１３条および第１４条により推薦される評議員候補者は、選任時に年齢が満７０歳未満で

ある者とする。 

   ２．第１３条および第１４条により推薦される評議員候補者は、在任期間が１期を超えない者と

する。 

 

第６章 専門委員会 

 

（専門委員会） 

第１６条 定款第４３条第２項による専門委員会の規定は、別に定める専門委員会規程による。 

 

第７章 経営管理委員会 

 

（経営管理委員会） 

第１７条 定款４４条第２項による経営管理委員会の規定は、別に定める経営管理委員会規程による。 

 

第８章 加盟団体 

 

（加盟団体） 

第１８条 定款第４７条第 2 項による加盟団体の規定は、別に定める加盟団体規程による。 

 

第９章 会員登録 

 

（会員登録） 

第１９条 定款第５４条第 2 項による会員登録に関する規定は、別に定める登録規程による。 

 



第１０章 不服申立 

 

（不服申立） 

第２０条 本連盟のあらゆる決定に対して不服がある場合は、本連盟不服申立委員会に不服申立をする

ことができる。不服申立に関する詳細は別に定める。 

   ２．前項にかかわらず、本連盟のあらゆる決定に対して不服がある場合は、公益財団法人日本ス

ポーツ仲裁機構の『スポーツ仲裁規則』に従ってなされるスポーツ仲裁を利用することがで

きる。 

 

 

附則 

１．この定款細則は、公益財団法人全日本柔道連盟の設立の登記の日（平成 24 年 4 月 1 日）から施行す

る。 

２．この定款細則は、平成 25 年 11 月 1 日より、一部改正して施行する。 

３．この定款細則は、令和元年 12 月 10 日より、一部改正して施行する。理事会による評議員候補者推

薦規程は、同日付で廃止する。 

４．平成 27 年 6 月 29 日現在における公益財団法人全日本柔道連盟の加盟団体は、別表 3 のとおりと

する。 

５．この定款細則は、2024（令和 6）年 9 月 24 日より、一部改正して施行する。 

６．この定款細則は、2024（令和 6）年 12 月 4 日より、一部改正して施行する。 

  



（別表１） 

地 区 都  道  府  県 

１．北海道 北海道 

２．東北 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 

３．関東 茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、神奈川、山梨 

４．東京 東京 

５．北信越 新潟、長野、富山、石川、福井 

６．東海 静岡、愛知、岐阜、三重 

７．近畿 滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山 

８．中国 鳥取、島根、岡山、広島、山口 

９．四国 徳島、香川、愛媛、高知 

１０．九州 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄 

   

 

（別表２） 

１．全日本学生柔道連盟 

２．全日本実業柔道連盟   

 

 


